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電気・電子機器に内蔵されたコンピュータの動作周
波数の高速化に伴い、それらの機器から空間に放射さ
れる妨害波の測定（EMI 測定）の必要性が高まってお
り、国際無線障害特別委員会（CISPR）による、周波
数 1 GHz を超える周波数帯の放射雑音の許容値と測
定法の国際規格化を受けて [1]、我が国でも 1 ～ 6 GHz
の周波数帯について VCCI 協会による規制が 2010 年
10 月から開始された [2]。規格の中で、測定には、直
線偏波のアンテナを使うことが定められており、図 1
に示すダブル・リッジド・ガイド・アンテナ（DRGA：
Double-ridged guide antenna）や対数周期ダイポール
アンテナ（LPDA：Log-periodic dipole array antenna）
が広く用いられている。これらのアンテナは、1 ～
18 GHz の周波数帯を 1 個のアンテナで測定が可能な
広帯域アンテナであり、EMI 測定に適したアンテナ
である。

EMI 測定を行うためには、アンテナの特性を表す
パラメータのひとつであるアンテナ係数や動作利得が
不可欠である。これらを決定する方法としては、3.2
で述べるように 3 アンテナ法や置換法と呼ばれる校正
法が用いられ、6 面電波暗室における送受信アンテナ
間の伝搬特性の測定を行うことでアンテナ係数や動作
利得を決定することができる。

ただし、DRGA や LPDA のような大きさを持った
アンテナを校正する場合、3 アンテナ法では、送信ア
ンテナのどの部分から、受信アンテナのどの部分まで
の距離をアンテナ間距離とするかによって校正結果が
異なってしまう。また、置換法では、特に標準アンテ
ナ（STD：Standard antenna）の形状が、被校正アン
テナ（AUC：Antenna under calibration）の形状と異

なる場合には、STD と AUC とのどの部分を一致さ
せるかによって校正結果が異なってしまう。

このような問題を解決するためには、アンテナの大
きさが無視できる程に送受信アンテナ間距離を大きく
確保すれば良い。だが、そのようなアンテナ間距離を
確保できるだけの大きな電波暗室を用意するのは難し
い。また、屋外の測定場（オープンサイト）において
校正する方法も提案されているが [3][4]、EMI 測定を
行う電波暗室と同じ大きさの電波暗室で校正ができれ
ば都合がよい。

アンテナの構造が比較的簡単な場合には、短い送受
信アンテナ間距離で測定した結果を、理論計算や数値
シミュレーションで得た値を使って補正する方法があ
る [5][6]。さらに、見かけ上の放射点（位相中心）を求め、
アンテナ間距離を補正する方法が提案されている
[7]-[9]。しかしながら、これらの方法では理論計算や
数値シミュレーションの妥当性が問題となる。特にア
ンテナの構造が複雑になるほど、寸法を正確に測定し、
データとして入力することが困難であったり、数値シ
ミュレーションでは、モデル化やセグメントへの分割
数によって結果に違いが生じたりする。また、図 1（c）
のアンテナのように、エレメント構造が見えないため
に寸法測定が困難なアンテナでは数値シミュレーショ
ンができない。さらに、位相中心を実測によって求め
ようとした場合には、十分なアンテナ間距離を確保し
て測定する必要があり、結局、大型の電波暗室が必要
となる。

本報告では、妨害波測定で使用するのと同じ小型の
電波暗室で、アンテナの動作利得を決定する方法につ
いて検討する。具体的には、送受信アンテナ間の S パ
ラメータ S21 を複数の距離で測定し、得られた距離特
性を外挿することによって、アンテナ間距離が無限大
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となるときの値を推定することで、動作利得を決定す
る [10]。

	 動作利得とアンテナ係数

アンテナの「利得」とは、アンテナから特定の方向
に放射される電波の電力密度と、基準として考えるア
ンテナから放射される電力密度の比として定義されて
いる [11]。基準アンテナとして等方性アンテナを考え
た場合を「絶対利得」、その他のアンテナを基準とし
た場合の利得を「相対利得」と呼ぶ。相対利得の基準
アンテナとしては半波長ダイポールを用いることが多
い。また、アンテナの全方向に放射されるエネルギー
を基準にした場合の利得を「指向性利得」、アンテナ
と給電線路との間の不整合を考慮した利得を「動作利
得」と呼ぶ。

利得 Ga、指向性利得 Gd、動作利得 Gw の関係は、
放射効率η、反射損 M を用いて、次式で与えられる。
相互の関係を図 2 に示す。
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で与えられる量である。また、Zin はアンテナの入力
インピーダンス、Z0 はアンテナへの給電線路の特性
インピーダンス（実数）である。アンテナに損失がな
く（放射効率 100 %）、インピーダンス整合がとれてい
る場合（Γin=0）には、動作利得、利得、指向性利得は、
すべて同じ等しい値となる。

本稿では、実際の EMI 測定では Z0=50 Ω の同軸ケー
ブルや測定器類を接続して測定することが多いことか
ら、Z0 =50 Ω のときの動作利得（等方性アンテナを基
準アンテナとした場合の動作利得）を決定する方法に
ついて述べる。

なお、Z0 =50 Ω のとき、動作利得とアンテナ係数

2

図 2　利得とアンテナ係数の関係
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Fa との関係は次式で表される [11]-[13]。
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通常、動作利得やアンテナ係数は dB で表記するの
で、両辺の常用対数を取って 20 倍すれば、以下の関
係式が得られる。

22.30log20[dBi]  [dB(1/m)]  GHz10wa  fGF  � （5）

ここで、fGHz は GHz で表示した周波数の値である。
アンテナ係数を使えば 1 GHz 以下の EMI 測定と同様
に、以下の式を用いて、受信電圧 V から受信電界強
度 E を決定できる。

][dB  [dB(1/m)]  V/m)][dB(  a  VFE   � （6）

	 遠方界における校正

送受信アンテナ間距離が十分大きい場合の校正法に
ついては、文献 [14] に紹介されている。近年では、測
定器としてベクトル・ネットワーク・アナライザ（以下、
VNA）が用いられ、送受信アンテナ間の S21 を測定す
ることによって校正が行われることも多い。本稿では
S21 を測定する場合を想定して数式を表現し説明を行
う。従来のように、信号発生器と受信機を用いて校正
を行う場合には、次式を代入すればよい。
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ただし、P0 は直結したときの受信電力、P1 は送受信
アンテナを接続し、電波を伝搬させたときの受信電力
であり、信号発生器の反射 ΓG 及び受信機の反射 ΓL が
0 で、ケーブルを直結するために用いたアダプタの特
性（損失）を補正した場合にのみ成り立つ。

3.1	 置換法
置換法は、アンテナ校正法として一般に広く用いら

れている方法であり、動作利得 Gw（STD）が既知の
STD と、これから動作利得を求めたい AUC とを、置
き換えて比較測定する方法である。STD の動作利得
は、校正機関によって校正され、「校正証明書」や「校
正成績書」として入手する。VNA を用いたときの校
正手順は、図 3 に示すように、送信アンテナから十
分離れた場所に STD を設置して S21（STD）を測定し、
AUC に置き換えて S21（AUC）を測定する。両者を比
較することで AUC の動作利得 Gw（AUC）は決定でき
る。
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測定は、通常 dB 値で行う。この場合には、簡単な加
減算で求めることができる。
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図 3 では、STD と AUC の開口面が一致するよう
に置き換えを行っているが、形状が異なるアンテナを
置き換える場合には、2 つのアンテナのどの位置が一
致するように配置すれば良いかが問題となる。また、
STD と AUC が同一形状のアンテナであっても、ア
ンテナ間距離が十分であるかどうかは不明であり、校
正結果に不確かさが生じる。いわゆる遠方界条件とし
て、 22D  （アンテナ開口寸法 D、波長 λ ）が広く知
られているが、例えば、アンテナの開口面の大きさ D
が同じであっても、送受信アンテナ間距離方向の大き
さが異なれば、必要となるアンテナ間距離は異なる等、
必要なアンテナ間距離は、アンテナの形状と要求され
る不確かさの程度に依存する。

3.2	 3 アンテナ法
3 アンテナ法は、動作利得が未知のアンテナを 3 個

用いて、3 通りの組合せで送受信アンテナ間の S21 を
測定し、3 個のアンテナの動作利得を同時に決定する
方法である。図 4 に示すように、3 個のアンテナのう
ち 2 個を送受信アンテナとして用い S21 を測定する。
得られた 3 つの測定値から、例えばアンテナ #1 の動
作利得は、以下の式を用いて決定できる。

2
21

2
21

2
21

w
(3,2)

(3,1)(2,1)4(1)
S

SSdG



  � （10）

ただし、S21（ j, i） とは、アンテナ #i からアンテナ #j
へ電波を伝搬させたときの S21 である。
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図 3　置換法
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測定は、通常 dB 値で行う。この場合には、簡単な
加減算で求めることができる。
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なお、

    GHz10
9

1010 log10104log104log10 fc    

GHz10log1022.16 f  � （12）

の関係を用いた。c は光速である。式（11）の右辺
第 3 項をみると、送受信アンテナ間の距離 d を入力す
る必要があることがわかる。図 4 では、送受信アンテ
ナの開口面間の距離を d として図示しているが、送信
アンテナのどの部分から、受信アンテナのどの部分ま
での距離を d として与えれば良いかは不明である。測
定作業の便宜上、開口面間の距離を d とした場合には、
動作利得の値にかたよりが生じることになり、校正結
果の不確かさの要因となる。

	 外挿法による伝搬特性の推定

これまで述べたように、伝搬方向に大きさを持った
アンテナの校正を行う場合には、アンテナ間距離 d の
扱いによって、正しい結果が得られなくなる。この問
題を解決する方法のひとつとして、比較的短いアンテ
ナ間距離で測定した S21 の距離特性から、無限に離れ
た距離における伝搬特性を、距離特性を外挿すること
で推定する方法が提案されており [10]、世界の国家計
量標準機関で用いられている。

いま、図 5（a）に示すように、比較的近い距離に送
受信アンテナを対向させて配置し S21 を測定すること
を考える。送信アンテナのコネクタをポート #0、送
信アンテナの開口面に設定した平面をポート #1、受
信アンテナの開口面に設定した平面をポート #2、受
信アンテナのコネクタをポート #3 とする。このとき、

ポート #0 からポート #3 の間の特性が、VNA で S21

として測定される。なお、ポート #1、ポート #2 は
アンテナの開口面上でなくても良く、例えばアンテナ
距離基準点として記入した印の間を距離 d と定めても
良い。図 5（b）は、ポート #0 からポート #3 への信号
の流れを、シグナル・フロー・グラフを用いて表す。T、
R は、それぞれ、送信アンテナ、受信アンテナの特性
を表している。いま、アンテナ間の多重反射を考慮す
ると、S21 は次式で書き表せる [10]。
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ここで、空間の伝搬特性（ポート #1～ポート #2 間）
が距離 d に反比例することに着目し、式（13）の両辺
に d を掛けて自乗すると、
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を得る。ここで、第 1 項の定数 A0 は、図 5（b）より送
受信アンテナの特性 T 及び R の自乗の積に等しく距
離に依らない項であることが分かる。
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定数 A0 はアンテナ間距離 d を無限大にすることで
決定することができるが、実際には、アンテナ間距離
d を無限大とすることは不可能なので、有限のアンテ
ナ間距離で測定した結果から A0 を求めることを考え
る。複数のアンテナ間距離 d における測定値 S21（d）

4

図 4　3アンテナ法
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に対して、
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を回帰式とした最小自乗法を適用する。
図 6（b）は実際に測定した結果の例である。図 1（a）

に示すアンテナ（ETS-Lindgren 社製：3115）を、送信
アンテナ及び受信アンテナとして使用し、周波数
3 GHz において、開口面間距離 d を変化させながら測
定を行った。縦軸が 2

21 )( ddS   、横軸が  d1  であり、
点でプロットした測定値に、式（16）の多項式を、次
数を変えて当てはめた結果を示している。横軸は右に
行くほどアンテナ間距離が近く、左に行くほど遠くな
る。したがって、アンテナ間距離無限大のときの値
A0 を求めることは、回帰曲線の切片を求めることに
等しい。

図 6（b）を見ると、いずれの回帰曲線も左に行くほ
ど（距離が大きくなるほど）一定値に収束しているこ
とが分かる。

ここで、回帰モデル式として何次の多項式を用いれ
ばよいかが問題となる。これは対象とするアンテナの

形状や周波数測定、測定データを取得したアンテナ間
距離（アンテナ間距離が近いほど高次の項を必要とす
る）によって異なるが、文献 [10] に述べられている F
検定や、AIC[15] を用いて決定することができる。ま
た、校正の不確かさが最小になるように最適な次数を
選択すればよい [16][17]。図 6 （c）は、回帰曲線の次数
を増やすことによって A0 が収束する様子を示してい
る。その結果、図 6 （b）に示される距離特性を示す送
受信アンテナの場合には、3 次の多項式を用いれば十
分であることが分かる。なお、次数を増やしすぎると
回帰曲線の挙動がおかしくなり、A0 が正しく得られ
なくなるので注意する必要がある。

4.1	 外挿法を用いた置換法
送信アンテナと STD の S21 の距離特性と、送信ア

ンテナと AUC の S21 の距離特性を測定し（図 7）、結
果を外挿して、A0（STD）と A0（AUC）をそれぞれ推
定すれば、被校正アンテナの動作利得は、次式から求
めることができる。

(STD)
(AUC)(STD)(AUC)

0

0
ww A

AGG   � （17）

ただし、
2

210 )(lim ddSA
d




 	

である。dB で扱う場合には、

(STD)(AUC)(STD)(AUC) dB
0

dB
0

dB
w

dB
w AAGG   

� [dBi]　　（18）

ただし、

010
dB
0 log20 AA   

である。送信アンテナから無限に離れた場所で、STD、
AUC を置換していることと等価なので、3.1で示した
アンテナを置換する位置の違いによる影響は生じない。

4.2	 外挿法を用いた 3アンテナ法
文献 [10] では、1 つのアンテナが円偏波のアンテナ

についても適用可能な 3 アンテナ法（generalized 
three-antenna method）について述べられているが、
3 個のアンテナ全てが直線偏波のアンテナであること

図 6　S21 の距離特性と回帰曲線の次数によるA0 の違い

図 7　外挿法を用いた置換法
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が明らかである場合には、偏波面が同じになるように
アンテナを配置した場合の測定のみを行い（図 8）、次
式から動作利得を決定することができる。

(3,2)
(3,1)(2,1)4(1)

0

00
w A

AAG



  � （19 -1）

(3,1)
(3,2)(2,1)4(2)

0

00
w A

AAG



  � （19 -2）

(2,1)
(3,2)(3,1)4(3)

0

00
w A

AAG



  � （19 -3）

ただし、
2

210 ),(lim),( dijSijA
d




 , )2,3(),1,3(),1,2(),( ij  

である。dB で表す場合には、

 
� [dBi]　　（20 -1）

 
� [dBi]　　（20 -2）

 
� [dBi]　　（20 -3）

ただし、

),(log20),( 010
dB
0 ijAijA   )2,3(),1,3(),1,2(),( ij  

となる。一連の式（19）、同じく式 （20）を見ると明ら
かなように、距離 d に関する項がなく、3.2で述べた
アンテナ間距離の問題は生じないことが分かる。

	 校正結果

「外挿法を用いた置換法」及び「外挿法を用いた
3 アンテナ法」の妥当性を示すために校正を行った結
果を示す。使用したアンテナは、図 1 に示した 2 種類
の DRGA（ETS-Lindgren 社製：3115 及び 3117）であり、
動作周波数範囲が 1 ～ 18 GHz である。

校正は図 9 に示すように、グランドプレーンに電波
吸収体を敷いていない 5 面電波暗室（内寸：長さ 8 m
×幅 6 m ×高さ 5.5 m）にて行った。アンテナは送信
アンテナ・受信アンテナとも水平偏波で、高さ h = 
2 m に設置し、アンテナ開口面間距離 d = 6 cm～

 (3,2)(3,1)(2,1) 
2
1log1022.16(1) dB

0
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5

図 9　5面電波暗室におけるアンテナ校正
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表 1 アンテナ掃引距離
（文献 [10] にて推奨される開口面間距離）

周波数
GHz

掃引開始距離
m

掃引終了距離
m

1 0.06 0.6
3 0.18 1.8
6 0.36 3.6
9 0.54 4.0 (5.4 )
12 0.72 4.0 (7.2 )
15 0.90 4.0 (9.0 )
18 1.08 4.0 (10.8 )

図 8　外挿法を用いた 3アンテナ法
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4 m の範囲を、1 cm 刻みでアンテナポジショナを用
いて移動させた。また S21 の測定には SOLT 校正を
行ったベクトル・ネットワーク・アナライザ（VNA）
を使用した。

アンテナを掃引距離の範囲は、文献 [10] によれば、
アンテナ開口径をaとしたとき、0.2 （a2/λ） ～ 2 （a2/λ） 
が推奨されている。そこで、本報告で扱う 2 種類の
DRGA の開口径を a=30 cm と見なして、アンテナ開
口面間の距離を表 1 の範囲で掃引させることにした。
ただし、最長距離は 4 m までに制限した。表中、括
弧の中に記してあるのは、文献 [10] にて推奨されるア
ンテナ間距離である。周波数 6 GHz までは推奨され

たアンテナ間距離を満足しているが、それより高い周
波数では不足している。回帰モデル式には、すべての
場合において、

3

3

2

210
1111





























d
A

d
A

d
AA

d
f  � （21）

の 3 次式を用いることにした。

5.1	 外挿法を用いた置換法による校正
STD には、大型 6 面電波暗室において、送受信ア

ンテナの開口面間の距離を 15.1 m として式（11）を用
いて校正された DRGA 3117 を用いた。送信アンテナ
にも DRGA 3117 を用いた。図 10 は、周波数 1 GHz，
6 GHz 及び 18 GHz における測定結果であり、横軸は 

（a2 / λ）/d、縦軸は 2
21 )( ddS   である。距離 d はアン

テナ開口面間の距離とした。図中、●印（赤色）及び
△印（緑色）で示しているのが測定データである。また、
これらのデータを用いて得られた回帰曲線を実線で示
している。距離 d が大きくなるにつれて縦軸の値

2
21 )( ddS   が一定値に収束し、A0 が得られるのがわかる。
以上のように得られた各周波数の A0 を用いて、動

作利得を決定した結果を図 11 に示す。図 11（a）は動
作利得、図 11（b）は大型 6 面電波暗室で得られた結
果との差異である。

図 10　S21 の測定結果とA0 の推定結果（置換法）
図 11　外挿法を用いた置換法による校正結果

(a) 動作利得、(b) 大型 6面電波暗室における校正結果との差異
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被校正アンテナ（AUC）が DRGA 3115 の場合（△印
（緑色））は、14 GHz を超えた周波数で差異が大きく
なっている。この原因は掃引距離が不十分であること
に加えて、DRGA 3115 は、指向性が正面方向とは異
なる方向で最大となる特徴を持ち、周囲反射波の影響
が距離によって異なるために外挿による A0 の推定が
正しく行えなかったと考えられる。一方、指向性が正
面方向で最大となる DRGA 3117 が AUC の場合（●
印（赤色））は、アンテナ掃引距離が不十分と思われる
程度であっても動作利得を正しく求めることができた。

また、周波数 2 GHz 以下において、DRGA 3115 の
場合には差異が比較的大きくなったが、これは、

図 10（a）をみると明らかなように、送受信アンテナ間
の多重反射、グランドプレーンからの反射波による測
定値の変動が推定結果に影響を与えてしまったと考え
られる。また、測定点数が少ないことも原因と思われ
る。 し か し な が ら、 同 様 の 条 件 に も か か わ ら ず
DRGA 3117 で は 差 異 が 小 さ か っ た の は、STD と
AUC が同一形状のアンテナであるためそれらの影響
が置換によりキャンセルされたためと思われる。

以上の結果、AUC が STD と同じ DRGA 3117 の場
合には、全ての周波数において -0.3～+0.2 dB 以内で
大型 6 面電波暗室における校正結果と一致する結果が
得られた。また、

DRGA 3115 の場合には，-0.7～+0.7 dB 以内で一
致した。特に、周波数 1～6 GHz では、DRGA 3117
は -0.3～+0.1 dB 以内、DRGA 3115 は -0.4～+0.7 dB
以内で一致した。

5.2	 外挿法を用いた 3アンテナ法による校正
外挿法を用いた 3 アンテナ法は、DRGA 3117 を

3 個及び DRGA 3115 を 3 個の組合せで行った。
図 12 に 示 す の は、 周 波 数 1 GHz，6 GHz 及 び

18 GHz における測定結果であり、横軸は （a2 / λ）/d、
縦軸は 2

21 )( ddS   である。得られた結果を用いて A0

図 12　S21 の測定結果とA0 の推定結果（3アンテナ法）
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図 13　外挿法を用いた三アンテナ法による校正結果

(a) 動作利得、(b) 大型 6面電波暗室における校正結果との差異
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を求め、3 個のアンテナの動作利得を求めた結果のう
ちアンテナ #1 の動作利得を図 13 に示す。図 13（a）
の●印（赤色）及び△印（緑色）で示しているのが外挿
法を用いた場合、実線は、大型 6 面電波暗室で、開口
面間の距離を d=15.1 m として、式（11）を用いて校正
を行った結果である。大型 6 面電波暗室で校正を行っ
た結果との差異を図 13（b）に示す。DRGA 3117 では
-0.5～+0.5 dB 以内で、DRGA 3115 では 18 GHz を除
く周波数で -0.8～+0.6 dB 以内で一致する結果が得ら
れた。特に、周波数 1～6 GHz では、DRGA 3117 の
場合 -0.5～+0.4 dB 以内、DRGA 3115 の場合 -0.2～
+0.6 dB 以内で一致した。18 GHz で差異が大きくなっ
た理由は、図 12（c）を見ると分かるように、1 GHz, 
6 GHz のときと比べて、18 GHz では掃引距離が足り
ないために、外挿がうまくいかず A0 が小さく推定さ
れてしまったためと思われる。

	 不確かさに関する考察

校正結果に付随する不確かさは、信頼の水準約
95 % を持つと推定される拡張不確かさで表される。
その値の大きさは、いくつかの要因によって生じる不
確かさを、式（22）, （23）を用いて合成することにより
推定できる [18]。ただし感度係数の大きさは、すべて
1 なので省略して記してある。また周波数の不確かさ
は、他の不確かさ要因に比べて極めて小さいことが分
かっているので省略してある。

まず、外挿法を用いた置換法の不確かさは、各要因
を、以下の式で合成して求める。

       2dB
0

2dB
0

2dB
w

dB
w (STD)(AUC)(STD)(AUC) AuAuGuGu   

� （22）
ただし、
 (AUC)dB

wGu  ：AUC の Gw の不確かさ

 (STD)dB
wGu  ：STD の Gw の不確かさ

 (AUC)dB
0Au  ：AUCと送信アンテナの A0 の不確かさ

 (STD)dB
0Au  ：STDと送信アンテナの A0 の不確かさ

である。
一方、外挿法を用いた 3 アンテナ法による Gw の不

確かさについては、各要因を、以下の式で合成して求
める。これは、アンテナ #1～アンテナ #3 に対して
共通である。

       2dB
0

2dB
0

2dB
0

dB
w (3,2)(3,1)(2,1)

2
1 AuAuAuGu   

� （23）

ただし、
 )(dB

0 j,iAu  ：アンテナ #i とアンテナ #j の A0 の不
確かさ

なお、式（22）, （23）で求められる不確かさは、標準
不確かさであるため、通常は包含係数 k=2 を乗じて、
信頼の水準約 95 % の拡張不確かさにして表示する。

置換法、3 アンテナ法いずれの場合も、推定値 A0

の不確かさが、動作利得の不確かさとして伝播する。
A0 の不確かさ要因としては、アンテナ間距離を大き
くして行う置換法や 3 アンテナ法でも同じように不確
かさの要因となる項目として、VNA の性能や周囲か
らの不要な反射波による影響、アンテナ設置位置のず
れによる影響、繰り返し性、再現性がある。この他、
外挿法を用いたことによって新たに生じる不確かさを
考慮する必要がある。具体的には、アンテナを移動さ
せることによる位置ずれやケーブルの曲げ延ばしによ
る影響、さらには最小自乗法を用いて回帰曲線を求め
A0 を決定するために生じる不確かさは、通常の置換
法や 3 アンテナ法にはない新たに考慮しなければなら
ない項目である。A0 の決定に際しては、外挿に用い
た多項式の次数の違いによる不確かさや、回帰曲線を
求めるために使った測定点の数やアンテナ掃引距離に
よって生じてしまう違いも、不確かさの要因として考
えなければならない。

したがって、もし外挿法を用いたことによって発生
する不確かさよりも、送受信アンテナ間距離が十分大
きいと見なして校正した場合に生じる不確かさの方が
小さいことが明らかな場合には、外挿法を用いるメ
リットは無くなってしまう。例えば、置換法において
STD と AUC が同一形状のアンテナの場合には、外
挿法を用いるメリットは少ない。

	 おわりに

周 波 数 1 GHz 超 の EMI 測 定 で 用 い る 2 種 類 の
DRGA の動作利得を校正する方法について検討した。
外挿法を適用した置換法及び 3 アンテナ法を用いれば、
DRGA は、小型の 5 面電波暗室内で、床面が金属の
ままであっても校正が可能であることを実証した。

外挿法は、大きな測定サイトが無くても校正できた
り、送受信アンテナのどの位置からどの位置までの距
離をアンテナ間と距離するかという問題を解消できた
りする優れた手法であるが、アンテナを掃引し距離特
性を測定する外挿法によって生じる不確かさが大きい
場合には、むしろ外挿法を用いずに校正した方が良い
場合もある。今後、測定データを外挿することによっ
て生じる不確かさを定量的に評価し、大きな電波暗室
を使わなくとも DRGA を校正できる方法として提案

6

7
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していく。また、LPDA 等、他のアンテナへの適用
についての検討を行う予定である。
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